
愛媛県
F i l e  N o. 10

2021年度
(2020年実施)

2022年度
(2021年実施)

2023年度
(2022年実施)

2024年度
(2023年実施)

2025年度
(2024年実施)

受験者数 1,377 1,192 1,209 1,125 967
採用予定者数 405 395 436 440 480

▼︎�受験者数等推移

求める教員像

■　子どもが好きで，未来を担う子どもたちを育成しているという誇りと気概を持って教育に当たること
ができる人

■　愛顔（えがお）にあふれ，あいさつを大切にする人
■　仕事にも人にも誠実に向き合う人

出願期間
公開日　令和７年３月14日（金）
電子申請　令和７年４月４日（金）9:00～５月30日（金）17:15

試験日程

１次試験
　試験日　令和７年７月19日（土）・20日（日）　　合格発表日　令和７年８月８日（金）
２次試験
　試験日　令和７年８月19日（火）～22日（金）の指定した日　　合格発表日　令和７年９月19日（金）

年齢制限 昭和41年４月２日以降に生まれた者

募集教科
［小］　［中］国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，技術・家庭，英語　［高］国語，地理歴史，公民，数
学，理科，音楽，美術，書道（国語），保健体育，家庭，英語，商業，工業，農業，情報，水産，福祉　［特］　［養］ 

［栄］

特記事項

■特別選考　●障がい者特別選考　障がいの程度に応じて試験の方法及び内容について配慮し，又は試験の
一部を免除する。●教職経験者特別選考　［小・中・養・栄］志願者で，国公立で３年以上の正規教員の経験を
有する者が，当該経験と同一の試験区分を志願する場合，［小・中］志願者は１次を免除，［養・栄］志願者は１
次の教職を免除。●現職教員特別選考　［小・中・養・栄］志願者で，他県の正規現職教員として２年以上の経
験を有する者が，当該経験と同一の試験区分を志願する場合，［小］志願者は１次を免除，［中］志願者は１次と
２次の実技を免除，［養・栄］志願者は１次の教職を免除。●講師等特別選考　［小・特］志願者で，昨年度の試
験で本年度と同じ試験区分の１次に合格し，講師等として規定の勤務実績がある者は，１次を免除。●スポー
ツ指導者特別選考　［中・高］志願者で，本県教育委員会が指定する競技の指導者として，当該競技の拠点に
おけるスポーツ振興に貢献できる者で，規定の要件を満たす者は，１次の教職を免除。●社会人特別選考　［小・
中・高］志願者のうち，教員免許状を有しない者で，規定の要件を満たし，指定の教科の特別免許状の授与が
見込まれる者は，１次の教職を免除。●大学等推薦特別選考　［小・中・高・特］（指定の教科）志願者のうち，大
学等の学長が推薦する者は，１次を免除。●大学３回生等特別選考　１次を受験可能。合格した者は，来年度
の１次を免除。●大学３回生等特別選考（通過者対象）　昨年度の大学３回生等特別選考で１次に合格した
者は，１次を免除。

新規情報

■地方会場　1次試験に大阪会場あり。■３年生受験　全校種対象。■秋試験　現職教員と元教員対象。 
■奨学金返還支援　公立小学校教諭対象。■初任給　大卒253,512円，修士修了270,915円。他に住居手
当，通勤手当，扶養手当，単身赴任手当，へき地手当などを支給。■初任者研修　実践的指導力と使命感の養
成，幅広い知見の習得を目指す。■へき地／離島勤務　義務でない。■就職氷河期世代　社会人特別選考枠
を援用。■懲戒処分の指針　策定しHPで公開。■部活指導の地域移行　中学が運動部，文化部ともに一部導
入。

面　積 5,676 ㎢
人　口 1,257,624人
県の花 みかんの花
県の木 まつ
県の鳥 コマドリ

小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 1,535 709 170

不登校（人） 1,311 2,164 593

▼�令和５年度　問題行動調査でのいじめの
　認知件数と不登校児童・生徒数
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2026年度（2025年実施） 筆記試験DATA

　学習指導要領では総則が必出である。今年度は，

「小（中・高等）学校教育の基本と教育課程の役割」

から「協働」や「スポーツライフ」等が，「児童

（生徒）の発達の支援」から「自己実現」と「学習

指導」が，それぞれ問われた。このほか，学習指導

要領解説総則編の「児童（生徒）の発達の支援」か

ら「長期」，「教育支援計画」，「学校」，「教育課程」，

「特別支援教育コーディネーター」が，それぞれ問

われた。

　教育原理（人権教育，学校安全等）のうち，人権

教育では，部落差別の解消の推進に関する法律の第

2条から「基本的人権」等を，また同法第5条から

「役割分担」，「実情」等を問う問題が，それぞれ出

題された。学校安全では，「第3次学校安全の推進

に関する計画」（2022年）から「学校安全に関する

組織的取組の推進」や「学校における安全に関する

教育の充実」，「学校における安全管理の取組の充

実」の理解を問う問題が出題された。

　生徒指導では，「いじめの重大事態の調査に関す

るガイドライン」（2024年改訂版）の「第2章 いじ

め重大事態に対する平時からの備え」から「校長」

や「学校いじめ対策組織」，「常設」，「学校の設置

者」等を問う問題が出題された。

　教育法規では教育基本法と地方公務員法が頻出で

ある。今年度，教育基本法では第13条（学校，家

庭及び地域住民等の相互の連携協力）を規定した法

令名を問う問題が，地方公務員法では第30条（服

務の根本基準）から「利益」を問う問題が，それぞ

れ出題された。また，憲法第23条や学校教育法第

11条，学校保健安全法第13条第1項が出題された。

条文のキーワードを押さえるとともに，条文と法令

名との対応を整理しておくことが重要だ。

　教育史では例年，人物に関する問題が幅広く出題

されており，今年度も同様であった。具体的には，

モンテッソーリ，ハウスクネヒト，スコット，石山

脩平，木下竹次に関する問題が出題された。重要な

人物名や提唱した教育理論の特徴を押さえたい。

▶必出の学習指導要領総則
▶法規は教育基本法と地方公務員法
▶日本教育史で必出の明治時代の人物

教職教養
全7問

教育法規

1

教育原理

2

学習指導要領

2

教育史

1
生徒指導

1

自治体別試験DATA＆分析
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